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Ⅰ．連結損益の状況について

❏ 連結経営成績

（※1）平成25年5月8日公表値。なお、平成25年10月28日に第2四半期連結業績予想の修正を開示しております。

（※2）平成25年10月28日開示の通期連結業績 修正予想値。

TEL　　052－935－2348

ご参照いただければと存じます。

(4.2%) (3.4%) (0.8pt)

(3.9pt)

四半期純利益 1,592 1,150

IR資料　当社グループの経営現況について

平成26年3月期第2四半期連結決算

175.4% 3,000 1,184 153.3%

(3.8%) (3.7pt) (7.1%) (3.2%)

平成25年11月6日

(2.0pt)(2.0%) (2.2pt) (3.8%) (1.8%)（四半期純利益率）

　当社グループの平成26年3月期第2四半期連結決算の概要と経営現況を以下の通りまとめましたので、

138.5%578

157.8%

（経常利益率） (7.5%) (5.7%) (1.8pt)

1,082 161.7% 5,500 2,133経常利益 2,833 1,900 149.1%

(7.7%) (3.9%) (3.8pt)

1,323 121.7% 6,000 2,581

（営業利益率） (7.7%) (6.3%) (1.4pt)(4.6%) (3.1pt)

営業利益 2,932 2,100 139.7% 132.4%

販売費及び一般管理費 4,026 4,297 ▲6.3% 

兼業事業総利益 1,087 7501,030 5.5%

完成工事総利益 5,872 5,2804,590 27.9%

（売上総利益率） (18.4%) (18.0%)(19.6%) (▲1.2pt) 

売上総利益 6,959 6,0305,621 23.8%

兼業事業売上高 3,768 2,7503,902 ▲3.4% 

完成工事高 34,104 30,75024,753 37.8%

H25.3
実績

増減率

33,500 113.1% 78,000 66,940 16.5%32.2%

H25.9
実績

期首計画
（※1）

計画比増減率
H24.9
実績

H26.3
通期予想

（※2）

37,873 28,656

（単位：百万円）

売上高
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【H26年3月期第2四半期（H25.9月）】

【H26年3月期通期予想】

Ⅱ．部門別の概況

1． 工事部門

1-1.建築工事

❏ 建築工事の受注高及び売上高の状況

増減率

107.1%

41.5%

平成26年3月期第2四半期（当第2四半期）は前年同四半期に比べ増収増益となりました。

これは、主に大型開発案件の土木工事及び建築工事が完成引渡しを迎えたことによります。

平成26年3月期につきましては、引き続き建築工事を中心に工事部門全般で施工が順調に進捗

13,675

7,757

することが見込まれることから、売上高は前期実績を上回る見通しです。

また利益につきましても、売上高の増加に加え、コスト低減への取り組みによる利益率の改善

期首計画に対しては、大型物流施設など一般建築工事を中心に施工が順調に進捗したことによ

り、売上高及び各利益段階ともにこれを上回りました。

H25.9実績 H24.9実績

により前期実績を大幅に上回る見込みです。

強化に取り組むと同時に、コスト構造の分析を徹底し競争力の向上に注力しております。

（単位：百万円）

当社グループは「安心・安全」の追求と快適性の実現に向けて、土木・建築の技術力の更なる

連結受注高 26,448 12,772

期末に向けては、当社のノウハウが最大限に活かせる設計施工を軸に受注の積上げに注力する

連結売上高 26,445 18,687

建築工事につきましては、施工部門と営業部門が一体となった提案型営業への取り組み等が奏

加えて、用地の取りまとめから企業誘致、施設の設計・施工を手掛けた大型の開発工事が完成

とともに、コスト構造の分析を徹底し収益性の向上を図ってまいります。

増減額

功し、マンションや商業施設を中心に受注高が前年同四半期に比べ大幅に増加しました。

を迎えたことなどから、売上高も前年同四半期に比べ大幅に増加しました。
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① 耐震補強工事

❏ ピタコラム事業の実績及び予想

1-2.土木工事

❏ 土木工事の受注高及び売上高の状況

した。

① 維持・補修工事

❏ パンウォール工法

❏ ウォールプロテクト工法

25.8%

26.3%

11,769 6,775

9,201

増減額

1,784

H25.9実績

6,065 1,593

増減率

ピタコラム事業においては、緊急経済対策の一環として公立学校施設の耐震化対策が前倒しで

増減率H25.3実績

10,97116,000

事や土砂災害復旧工事等を中心に、当第2四半期の受注件数は前年同四半期実績を上回りました。

れた耐震性に加え、施工スピードやコスト面での優位性を活かし、新設道路築造に伴う擁壁工

連結売上高

社会インフラの維持・補修市場に向けたコンクリート剥落防止に有効なウォールプロテクト工

土木工事につきましては、従来からの名古屋鉄道土木工事や民間工事等の既存市場に加え、公

H24.9実績

連結受注高 8,716

連結売上高

当たって様々な制約がある鉄道施設やトンネル等の補修案件での採用実績が増えております。

法は、速乾性・耐久性に優れ、吹付け施工により短工期で補修が可能であることから、工事に

6,931

7,659

への取り組みを強化しており、当第2四半期は受注高、売上高とも前年同四半期実績を上回りま

H24.9実績 H26.3予想

14,948

増減率

73.7%

H25.9実績

45.8%

7.0%16,000

今後も、既存の市場やパンウォールといった当社独自の技術商品での収益確保と、新規市場で

の事業規模拡大とのバランスを俯瞰しながら、戦略的な事業展開を図ってまいります。

共事業における維持修繕案件やこれまで受注実績が少なかった発注者の案件といった新規市場

防災・減災に有効である当社の差別化商品の一つの地山補強土壁工法「パンウォール」は、優

調に進捗することなどにより、受注高、売上高ともに前期実績を上回る見込みです。

▲1.4% 

（単位：百万円）

また期末にかけては、引き続き工事の出件が見込まれることに加え、当期受注工事の施工が順

（単位：百万円）

9,333

とのできる私立学校や病院等をはじめ、耐震化市場の新規開拓に一層注力してまいります。

震診断が義務化されることを足掛かりに、ピタコラム工法の優位性や事業スキームを活かすこ

今後は、改正耐震改修促進法の施行により大規模な特定建築物や災害対策上の重要建築物の耐

より、当第2四半期における受注高は前年同四半期実績を上回りました。

実施され、既に設計段階でピタコラム工法が採用されている案件の発注に繋がったことなどに

連結受注高
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2． 兼業事業

❏ 兼業事業売上高の状況

① 分譲マンション事業

❏ 分譲マンションの実績及び予想

Ⅲ．連結財政状態について

❏ 連結貸借対照表

資産の部

流
動
負
債 その他

下回るものの、販売は好調に推移しており期末時点での完成在庫は大幅に減少する見込みです。

引渡ベース

期末に向けては、前期に比べ供給戸数自体が減少していることから、引渡ベースでは前期実績を

14,347

16,608

▲ 879 支払手形・工事
未払金等

11,707 12,587

10,138短期借入金13,933

純資産

社債

当第2四半期の分譲マンション販売戸数は、契約ベースで前年同四半期実績を上回りました。

まいります。

立地環境において明確なコンセプトに基づく商品を適正価格で供給し、物件の早期完売を図って

今後とも、当社グループの豊富な情報網と製販管一体の企画力・コスト対応力を活かし、良質な

合計

2,675

947

663戸

H25.9実績

+5戸

▲347戸

502戸

13,400

（単位：百万円）

増減H25.3実績

負債合計▲ 20331,438

資産合計 88,699

固
定
資
産

合計

▲ 376

299284

449

25,934 26,310

1,452

57,428

流
動
資
産

売上債権

未成工事支出金

販売用不動産

現金預金

その他

合計

308戸

21,652 21,091

1,902

64戸

5,557 5,736

▲31戸

H25.9実績 H25.3実績 増減 負債の部

33戸 316戸

有形固定資産

無形固定資産

繰延資産

31,234

35

投資その他の資産 5,015 4,827 合計

▲ 704,140

187

固
定
負
債

長期借入金

その他

54,800

▲ 14

41124,590

496

▲ 14

8,440

▲ 178

2,627

140

33,066

4,070

560

1年内償還予定
の社債

11,041 ▲ 903

－

32,526

4957,945

140

539

57,117

25,001

13,746

29,166

13,250

7,200

30,631

58,067

7,185

950

連結売上高

契約ベース

1,464

86,283 2,415

▲ 844

（単位：百万円）

H26.3予想

▲ 133

増減

▲3.4% 

増減率増減額

販売戸数 H25.9実績 H24.9実績 増減

H25.9実績 H24.9実績

3,902

H25.3実績

507戸273戸 +35戸

3,768
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（ご参考）主要経営指標

増減H25.9実績 H25.3実績

当座比率 85.6%

流動比率

27億円増加しました。この結果、総資産が約24億円増加しましたが、純資産も四半期純利益の

当第2四半期は大型の一般建築工事及び耐震補強工事の施工が進捗したことから売上債権が約

81.5% 4.1pt

自己資本比率 34.5% 33.8% 0.7pt

168.5%

ント上昇しております。

173.7%

計上などにより約15億円増加したことから、自己資本比率は34.5％となり前期末に比べ0.7ポイ

5.2pt

以　　上
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